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資料 11-4（宮古圏域） 
 

沖縄２１世紀ビジョン基本計画改定（案）整理票（宮古圏域） 

 

基本計画改定（案） 中間評価結果 委員意見 委員意見に対する県の考え 

 
【基本施策実施による成果等】 【今後の課題】 （理由等） 

 

 

(４)宮古圏域 

 

【展開の基本方向】 

太陽光発電等の再生可能エネルギーの積極的導入や

資源循環型社会システム構築の推進などにより環境へ

の負荷を低減するとともに、自然環境の保全と経済開

発及び社会発展が両立する持続可能な社会づくりに向

けた取組を促進します。 

また、自然及び地理的条件を生かした農林水産業の

振興をはじめ、スポーツアイランド、エコアイランド

としての圏域のイメージや特性を生かした観光リゾー

ト産業の振興及び広域的なレクリエーション需要に対

応した取組を推進し、交流人口の拡大による地域活性

化に取り組みます。 

さらに、本圏域の拠点都市である宮古島市において

医療、福祉、教育等の施設の充実を図るとともに、周

辺離島との交通利便性の向上に取り組みます。 

過疎化や高齢化の進行が著しい地域においては、伝

統・文化など魅力ある地域の資源を生かした地場産業

の振興等に取り組むとともに、行政、医療、教育をは

じめ生活環境基盤の整備を推進するほか、割高な生活

コストの低減や様々な格差の是正など定住条件の整備

を図ります。 

また、自然災害対策として、生活環境の安定確保を

維持するための公共施設等の機能強化を図ります。 
 

  

本圏域では、主要産業である農林水産業

について、さとうきびを基幹作物としつ

つ、消費者ニーズの多様化に対応したマ

ンゴー等熱帯果樹の生産も増加するな

ど、自然的・地理的特性を生かした展開

が図られてきたが、引き続き、農水産物

等の高付加価値化を進める必要がある。 

都市機能が集積する宮古島では、港を中

心としてコンパクトな市街地が形成され

てきたが、郊外への大型店舗や住宅等の

立地に伴う市街地の空洞化、周辺離島等

における過疎化と高齢化への対応が必要

である。 

また、全日本トライアスロン宮古島大会

や各種スポーツのキャンプ地としての受

入体制の整備が図られ、国内外との交流

等による地域活性化の取組が行われてお

り、広域的なレクリエーション需要に対

応した広域公園の整備が必要である。 

一方、台風や干ばつによる影響を受けや

すい自然環境にあることから、災害時に

おけるライフライン確保のための社会資

本の整備が求められている。また、人口

減少が顕著になっており、過疎化と高齢

化の進行により、都市活力の低下や伝統

文化の衰退等が懸念されており、定住条

件の整備が必要である。さらに、国内観

光客のみならず、外国人観光客を誘致し、

圏域の活性化を図るため、自然、文化等

多様な魅力を有しながら認知度等に課題

がある離島地域の積極的な活用が重要と

なっている。 

 

 

 

 

【第２回意見】産業振興部会 植松委員 

（ＡＮＡホールディングス㈱グループ経営戦略室事業

推進部 部長） 

○修正意見 

 宮古圏域部分に「下地島の利活用事業」を明記 

 

○理由 

「下地島空港及び周辺用地の利活用事業」が実施予

定であるため 

 

 

 

 

 

 

 

→【基盤整備部会において調査・審議】 

 

ア 環境共生型社会の構築 

エコアイランド実現に向けて、環境保全型農業、太

陽光発電、風力発電、バイオマス等の再生可能エネル

ギーの導入を推進するとともに、マイクログリッド実

証事業や天然ガスの活用促進など諸施策を先駆的に取

り組みます。 

また、島しょ地域である本圏域では、環境負荷に対

して脆弱な構造であることから、廃棄物の排出抑制や

減量化、リサイクル等を推進するとともに、地域実情

を踏まえた廃棄物の効率的な処理を促進します。 

さらに、公共下水道、集落排水施設の整備や合併処

理浄化槽の普及等を図るとともに、雨水、再生水等の

水資源の有効利用を推進し、資源循環型社会の形成を

図ります。 
 

 

（１）主な取組による成果等 

環境共生型社会の構築については、クリーンエネルギーの安定的

な需給システムの構築や普及に向けた取組を促進するため、宮古

島内の電力需給のコントロールを目指した全島ＥＭＳ（エネルギ

ーマネジメントシステム）実証、太陽光発電と蓄電池システムを

組み合わせた来間島再生可能エネルギー100％自活実証を行い、天

候に左右されやすい電源である再生可能エネルギーを最適に制御

し、更なる普及拡大に向けての成果や知見が得られている。 

また、県内で十分に利活用されていない天然ガスの有効活用を促

進するため、宮古島において天然ガスの試掘調査を実施したとこ

ろ、天然ガスの賦存が確認できたことから、利活用に向けた課題

の解決や利活用の検討を行う検討委員会を開催した。 
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基本計画改定（案） 中間評価結果 委員意見 委員意見に対する県の考え 

 
【基本施策実施による成果等】 【今後の課題】 （理由等） 

 

イ 拠点都市機能の充実 

本圏域に暮らす人々に一定規模の生活サービスや就

業機会を提供している宮古島市においては、ユニバー

サルデザインの視点を積極的に取り入れた都市機能の

充実・強化とともに、景観にも配慮した快適なまちづ

くり等を促進し、地域内の都市的利便性 

を一層高める魅力的な都市圏の形成を図ります。 

平良港では、海上交通の安全性・安定性の確保及び

交流拠点として漲水地区における耐震岸壁整備を含む

再編整備による港湾機能の充実を図るとともに、国際

的な観光リゾート地としての基盤強化を図るため、海

外からの大型旅客船に対応した施設等の整備を促進し

ます。拠点となる空港については、国際線の受入機能

を強化するほか、国内外への路線拡充に向けた取組を

図ります。また、住民の負担軽減に向けて、船賃及び

航空運賃の低減化を図ります。 

観光リゾート地としての魅力向上、交流人口の拡大

を図るため、空港、港湾などの広域交通拠点と中心市

街地、集落、観光地等を連結する高野西里線などの幹

線道路等及びそれらを補完する市町村道の整備を促進

するとともに、広域的なレクリエーション需要に対応

した広域公園の整備に努めます。また、バス路線の再

編や運行体系の改善など交通サービス向上に向けた取

組を促進します。 

中心市街地におけるにぎわい等の再生に向けて、教

養文化施設、社会福祉施設等の中心市街地への再配置、

空き地や空き店舗等の活用促進、高齢者等に対応した

生活充実型サービスの充実等を促進します。また、御

嶽や屋敷林、石垣、赤瓦など、本圏域ならではの景観

資源を活用するとともに、無電柱化を推進し、快適で

質の高い住環境の創出を図ります。 
 

 

拠点都市機能の充実については、交流拠点である港湾の整備につ

いて、平良港においては耐震強化岸壁、ふ頭用地、臨港道路、緑

地等の整備を行った。 

また、国際線の受け入れ機能を強化するため、宮古空港において

新たに整備する国際線旅客施設の配置計画や規模を整理する基本

設計を実施した。 

さらに、離島住民等の交通コストの負担軽減を図るため、離島の

割高な船賃及び航空運賃を低減した結果、低減化した路線におけ

る航路・航空路の利用者数は増加している。 

あわせて、離島における石油製品の本島並みの価格の安定と円滑

な供給を図るため、本島から県内離島へ輸送される石油製品につ

いて、販売事業者等が負担する輸送経費等に対する補助を平成 25

年度から拡充した。 

このほか、地域住民等との協働による緑化を推進するため、沖縄

県植樹祭、緑化コンクール、緑の少年団育成等による普及啓発や

学校・自治会・市町村等への花苗の提供、さらに地域住民等によ

る「花と緑の名所づくり」への支援を行った。 

 

 

ウ 圏域の特色を生かした産業の振興 

(ア)観光リゾート産業等の振興と産業イノベーショ

ンの推進 

自然環境、景観、伝統文化など固有の地域資源を生

かした地域の活性化に向けて、交流人口の拡大に取り

組みます。 

このため、砂山などの美しい砂浜や通り池など有数

のダイビングスポット、地下ダムや自然エネルギー施

設など産業観光施設、地域内の歴史・文化資源、マン

ゴーに代表される熱帯果樹などの農林水産物、地域の

ホスピタリティなど、様々な資源を活用した独自の観

光スタイルの創出を促進します。 

世界規模の全日本トライアスロン宮古島大会等のス

ポーツイベントなど島々の特性に応じた各種イベント

の充実を図り、スポーツアイランドの形成など本圏域

ならではの特色ある取組を促進するとともに、グリー

ン・ツーリズムやブルー・ツーリズムなど体験・滞在

型観光を推進します。 

多良間島では、交流人口の拡大による自立的発展に

向けた地域の活性化を推進するため、八月踊りなどの

伝統文化を生かした地域づくりを促進するとともに、

海洋レジャー、自然観察など豊かな観光資源を活用し

 

 

 

 

観光リゾート産業等の振興と産業イノベーションの推進につい

ては、クルーズ船誘致として、船社訪問や展示会出展、ポートセ

ールスなどを実施したほか、乗客の満足度向上を図るため、シャ

トルバス支援や受入団体への支援、歓送迎セレモニーの実施など、

乗客のニーズに合った受入体制強化を推進し、満足度向上を図っ

た。この結果、平良港におけるクルーズ船寄港回数は、平成 23 年

の５回から平成 27 年には 13 回に増加した。 

また、沖縄が持つ様々な地域観光資源を活用した沖縄独自の観光

商品（高付加価値型観光）の開発、着地型体験観光メニュー、外

国人向けエンターテイメント、教育分野における新たな旅行プロ

グラムの開発等の支援を行い、観光客のニーズを踏まえた独自の

着地型・滞在型観光を推進した。 

さらに、自然環境に配慮した安全性の高い高品質なエコツーリズ

ムを推進するため、観光地を経営する仕組みづくり等をテーマと

した研究大会の開催等を通じてエコツーリズムの情報発信を支援

するとともに、エコツーリズム認証制度に関する基礎調査を実施

した。 

あわせて、下地島空港については、周辺用地も含めた有効利用に

取り組むため、民間事業者のノウハウ等に基づく新たな利活用事
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基本計画改定（案） 中間評価結果 委員意見 委員意見に対する県の考え 

 
【基本施策実施による成果等】 【今後の課題】 （理由等） 

 

た多様な取組を促進します。下地島空港の周辺地域に

ついては、農業的利用も含め、その利活用を促進しま

す。 

また、自然、文化等多様な魅力を有する離島地域を

観光資源として積極的に活用するため、離島の多様で

特色ある魅力を発信し、各離島への誘客を図るととも

に、離島間の広域周遊ルートの形成や受入環境の整備

に関係機関と連携して取り組みます。 

さらに、環境共生型観光地の形成を図るため、自然

資源の利用ルールの策定や周知の徹底、環境に配慮し

た良質な観光メニューの開発・普及の促進、環境負荷

の低減を図る施設整備等により、持続的な観光地づく

りを推進します。 

あわせて、新規航空会社の誘致や定期航空路線開設

に向けたセールス活動の展開による航空路の充実、ク

ルーズ船の誘致など近隣諸国等からの観光誘客活動を

地域との連携により推進するとともに、観光地形成促

進地域制度の活用による国内外からの観光客の増大に

対応した民間施設の整備促進、国に対する出入国手続

（ＣＩＱ）の円滑化の働きかけ、通訳案内サービスの

向上等の受入体制の強化に取り組み、観光客の満足度

向上に努めます。 

また、産業高度化・事業革新促進地域制度（産業イ

ノベーション制度）を活用し、製品の開発力や技術の

向上及び豊富な農林水産物をはじめとした地域資源の

活用による新事業の創出等を図る企業を支援するとと

もに、産業高度化又は事業革新に取り組む企業の立地

を促進します。加えて、情報通信産業振興地域制度を

活用した情報通信関連企業の立地・高度化を促し、地

域産業の更なる振興を図ります。 

※ 

 

業の導入に向けて、提案募集手続きを行った。 

このほか、産業高度化・事業革新促進制度（産業イノベーション

制度）において、税の軽減措置等の制度活用に向けた措置実施計

画の認定数が順調に推移し、技術の向上や新事業の創出等に資す

ることができた。また、離島地域への情報通信関連企業の立地促

進を図るため、情報通信産業振興地域制度に関する説明会や企業

誘致セミナーの開催、展示会への参加を通して周知活動を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【第２回意見】産業振興部会 金城委員 

((一財)南西地域産業活性化センター) 

○修正意見 

 ※の次に一文を追加 

 

・また、こうした離島地域の産業振興においては、各

産業分野への専門家の派遣や県内外での研究機関等

での研修や人材交流などの支援を行い、産業分野で

の人材育成を進めていきます。 

 

○理由 

 離島地域では、各分野における専門的な技術や知識

を習得する機会が限られており、島外との人材交流

により、製品づくりの企画開発や研究、技術習得の

機会を増やし産業の高付加価値化を進める担い手の

育成を図っていく必要があると考えます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

→委員のご意見を踏まえ次のとおり追記

します。 

 

・地域産業の持続的な成長・発展に向け、

地域資源等を活用した、産業振興をけ

ん引する人材の育成等を推進します。 

 

(イ)農林水産業の振興 

農業用水源（地下ダム等）の整備と一体となった末

端農地におけるかんがい施設、区画整理等の各種生産

基盤の整備とあわせて農業水利施設等の長寿命化を推

進します。 

ゴーヤー、かぼちゃ、とうがん、マンゴー等の品目

については、生産施設や流通・販売体制の整備等を計

画的に実施し、拠点産地の育成に重点的に取り組みま

す。 

さとうきび、肉用牛等については、生産体制の強化

及び資源循環型農業を推進します。特に、さとうきび

については、優良種苗の増殖普及、土づくり、土壌病

害虫の防除等により生産性及び品質向上に努めるとと

もに、農地の利用集積による経営規模の拡大、農地所

有適格法人・農作業受託組織等の育成・強化等を図り

ます。 

多良間村における含蜜糖生産については、農家の所

得安定及び製糖事業者の経営安定化に向けた支援とあ

わせ、黒糖ブランドの確立、販路開拓や多用途利用等

による需要拡大を図ります。 

畜産業については、環境問題に配慮しつつ、子牛の

拠点産地化、「宮古牛」等の肥育牛のブランド化を推

 

 

農林水産業の振興については、食肉等の安全・安心を確保するた

め、平成 28 年３月に宮古食肉センターの整備が完了した。これに

より、これまで沖縄本島で行われてきた宮古牛のと畜解体が島内

で可能となるなど、センターの機能充実に繋がった。 

また、含蜜糖製造事業者の経営安定を目的として、含蜜糖の製造

コストに関する不利性の緩和など、圏域内にある含蜜糖製造事業

者に対して経費の一部支援を行った。 

このほか、園芸品目のブランド化に向けた安定生産と品質向上に

資する栽培技術の高位平準化等を図るため、栽培施設等への整備

支援、各種技術実証展示ほの設置等を実施するとともに、さとう

きびの増産及び生産の効率化を図るため、病害虫対策やかん水対

策の実施、ハーベスタ等の農業機械を整備した。また、干ばつ被

害の解消や農産物の収量増大及び品質向上を図るため、農業用水

源整備やかんがい施設の新設整備を実施した。さらに、営農条件

の改善のため、農地の整形や集積化を行うほ場整備を実施した。 
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進するとともに、食肉センターの整備等を図ります。 

水源かん養、潮・風害防備等、森林の持つ多様な機

能を維持・発揮させる森林整備を図ります。 

水産業については、マチ類などの近海魚介類の資源

管理に努めるとともに、モズクやクルマエビなどのつ

くり育てる漁業の推進とブランド化による生産拡大を

図ります。また、流通加工施設等の整備により流通機

能の強化を図るとともに老朽化した漁港・漁場等生産

基盤施設の維持・更新を推進します。さらに、良好な

漁場環境の保全、漁業秩序の維持・確保に取り組みま

す。 

農山漁村地域においてグリーン・ツーリズム等によ

る交流・体験及び滞在拠点を形成し、観光リゾート産

業との連携や農林水産業の多面的機能の発揮を図りま

す。 

 

 

エ 生活圏の充実 

(ア)生活環境基盤等の整備 

宮古圏域の自立的発展に向けた定住条件や経済活動

に係る競争条件を改善するため、交通アクセス、救急

医療等の確保や高度情報通信技術の利活用環境の形成

等を図るとともに、地域資源の活用及び農山漁村の整

備など生活圏の充実を図り、交流人口の拡大による活

性化に取り組みます。 

本圏域は、飲料水の全てを地下水に依存しているこ

とから、地下水の現状把握のためのモニタリングを実

施し水質保全を徹底するとともに、公共下水道、集落

排水施設、合併処理浄化槽など、地域の実情に応じた

効果的な汚水処理施設整備等を促進します。あわせて、

水道水の安定供給を図るため、水道施設の整備や水道

広域化を推進します。 

廃棄物処理等については、一般廃棄物処理施設整備

に係る市町村の負担軽減及び離島間や沖縄本島との連

携による運搬ルートの合理化等に努めるとともに、産

業廃棄物の処理については、処理困難物の効率的な処

理体制の構築を図ります。 

住宅の安定供給については、地域特性に応じ、定住

化等に向けた魅力ある居住環境の形成を図るため、公

営住宅の整備等を重点的に推進します。また、住民の

生活を支える港湾、漁港の機能拡充を図るため、必要

な整備等を推進するとともに、高齢化の進行に対応す

るため、ユニバーサルデザインの理念に基づく施設の

整備に取り組みます。さらに、既存空港の更新整備・

機能向上等を推進するほか、生活に必要な路線の確保、

維持及び改善を図ります。 

沖縄本島都市部との情報格差の是正を図るため、情

報通信基盤の高度化を図り、民放の受信環境を確保す

るとともに、教育、医療、福祉、防災などにおける情

報通信技術の利活用の高度化を促進し、地域活性化に

取り組みます。 

自然災害等の防止のため、景観や生態系などの自然

環境に配慮した海岸保全施設や防風・防潮林等の整備

を推進します。 

また、自然災害等発生時における応急対応のため、

 

 

 

生活環境基盤等の整備については、住民の生活を支える港湾の機

能拡充を図るため、長山港及び多良間港において、浮き桟橋の整

備を実施した。 

また、離島地区と都市部との情報格差是正や高度な情報通信技術

の利活用環境の形成を図るため、沖縄本島と各離島を結ぶ海底光

ケーブルの整備に取り組んだ。 

さらに、離島市町村の効率的なごみ処理体制を構築するため、平

成 27 年度に宮古地域を対象として、ごみ運搬費低減等の具体的方

策のシミュレートを行い、広域化によるコストの低減策を各自治

体ごとに示すことができた。 

このほか、上水道の施設整備、老朽化対策及び耐震化については、

今後の水需要や水質の安全性を確保するための施設整備及び老朽

化施設の更新、耐震化を実施したことにより、安全な水道水を将

来にわたり安定的に供給できる水道施設が整備された。 
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防災情報システムの整備を図るとともに防災行政無線

をはじめ多様なメディアの活用や報道機関等と連携し

た情報提供体制の整備を推進します。さらに、高齢者

等の災害時要援護者を対象とする避難体制の整備等に

よる地域防災力の強化を図るため、自主防災組織の結

成促進や地域防災リーダー等の人材育成を推進すると

ともに、災害時におけるボランティアの受入体制の整

備等を促進します。 

 

 

(イ)保健医療・福祉関連機能の充実 

救急・高度医療サービスの提供に向け、中核的医療

機能を担う県立宮古病院における医師及び看護師等の

安定的な確保を図ります。慢性的に不足している診療

所医 

師等についても、圏域内自治体との連携による安定

的な確保に努めるとともに、巡回診療の確保を図りま

す。また、診療所と県立宮古病院及び沖縄本島医療機

関とのネットワーク化の推進、遠隔医療など高度な情

報通信技術の医療分野への利活用を促進し、医療体制

の充実を図ります。さらに、県立宮古病院の施設・設

備の整備等を図るとともに、診療所の設備等の計画的

な整備・更新を促進します。 

子どもから高齢者、障害者まで誰もが安心して暮ら

し、活動できる生活環境の形成に向け、福祉サービス

等の基盤及び活動拠点の計画的な整備を推進します。

また、総合的・一体的な保健・福祉サービスの充実に

取り組むとともに、専門的福祉従事者の養成・確保を

図ります。 
 

 

 

保健医療・福祉関連機能の充実については、自衛隊や海上保安庁

ヘリ等航空機による急患搬送時に医師等を添乗させるなど、医療

提供体制の整備に取り組んだ。 

また、宮古保健医療圏域の中核的な役割を担う県立宮古病院につ

いては、宮古農林高等学校運動場跡地に新たな施設を整備し、平

成 25 年６月に移転した。 

このほか、離島及びへき地の医療については、ドクターバンク登

録医師の派遣、琉球大学医学部地域枠及び自治医科大学での医師

の養成並びに県立病院での後期臨床研修医の養成などを実施し

た。また、小規模離島の介護事業所においては、介護保険サービ

ス対象者が少なく、安定的な事業運営が困難となっていることか

ら、事業撤退を防止するため、多良間村の２事業所へ介護保険等

の報酬では足りない運営経費への助成や宮古島市大神島への介護

従事者の渡航費の補助を行った。さらに、質の高い福祉・介護人

材を地域完結型で育成するため、アドバイザーを派遣し、人材育

成ガイドラインや標準カリキュラム等の具体的な活用について助

言等を行うとともに、活用促進のためセミナーを開催し、15 事業

所から 17 名が参加した。 

 

   

 

(ウ)公平な教育機会の確保等 

本圏域には宮古島と伊良部島を除いて高等学校がな

いため、多良間島内の児童は中学校卒業とともに親元

を離れ、宮古島や沖縄本島等の高等学校等へ進学して

います。また、高等教育機関や公共職業訓練等の不足

や少子化と相まって若年層の流出による人口減少が続

いています。 

このため、各種教育機会の確保を図り、専修学校等

の整備促進や職業訓練等の充実に取り組みます。また、

高度な情報通信技術を利活用した教育サービスの充実

を促進するとともに、高等学校等への進学に伴う家庭

の経済的負担軽減等に努めます。 
 

 

 

公平な教育機会の確保等については、特にへき地校では複式学級

の割合が高く、児童が教師から直接指導を受ける時間が単式学級

の半分程度となっていることなどから、離島・へき地における教

育環境を改善するため、平成 27 年度は８名以上の児童で構成され

る６つの複式学級に非常勤講師を９名派遣したことで、きめ細か

な指導や教材準備・研究の改善、児童の理解・集中力の向上等の

効果が得られた。 

また、離島からの進学に伴う家庭や生徒の負担軽減を図るため、

高校未設置離島出身の高校生に対し、居住・通学に要する経費を

補助することで保護者の精神的・経済的な負担を軽減した。さら

に、平成 28 年１月には寄宿舎と交流機能を併せ持った「沖縄県立

離島児童生徒支援センター」を那覇市内に開所し、多良間村出身

生徒３名が入寮した。 

あわせて、就職を希望する離転職者の早期就職を支援するため、

職業能力の開発を必要とする者に対して、専修学校等の民間教育

訓練機関を活用した委託訓練を行った。 

 

   

 

オ 国際交流等の推進 

エコアイランド実現に向けた取組を加速するととも

に、本圏域における環境負荷軽減等の先進的な取組に

よって蓄積された技術、ノウハウ等を活用した新たな

ビジネスモデルを創出し、アジア・太平洋地域との交

 

 

このほか、国際交流等の推進については、国際的なウチナーネッ

トワークの継承・拡大を図るため、沖縄県系人を中心に多元的な

交流を行うとともに、次世代のウチナーネットワークの担い手育

成に取り組んだ。また、外国人観光客の受入体制を整備するため、
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流・連携を促進します。 
 

市町村の多言語観光案内サイン整備を支援し、翻訳の統一化など

案内板表示の多言語化を促進した。 

 

     

 


